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１ 北海道の災害応急体制

○ 道では、地震・津波、大雨や暴風雪等により災害発生の
おそれがある場合、以下の設置基準等に基づき、必要な組織
及び職員を配備。

○ 災害対策本部等は、その任務として、災害に関する情報
収集、災害予防及び災害応急対策を的確かつ迅速に実施する
ための方針決定及びその実施、関係機関との連絡調整、災害
情報の発信等を行う。

配備区分 配備体制 設置基準（主なもの）

第１非常配備
地震：震度４
津波：津波注意報
気象：土砂災害警戒情報等

災害対策連絡本部 第２非常配備
地震：震度５弱又は５強
津波：津波警報

災害対策本部 第３非常配備
地震：震度６弱以上
津波：大津波警報
気象：特別警報
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１ 北海道の災害応急体制

写真出典：
・平成30年北海道胆振東部地震災害検証報告書（令和元年5月 平成30年北海道胆振東部地震災害検証委員会）

災害対策本部員会議 災害対策本部指揮室

救出・救助活動 一時受入場所の設置（道庁別館）

災害対策の方針決定及びその実施、関係機関との調整等
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１ 北海道の災害応急体制

■道が取りまとめた被害情報をお知らせ

■市町村の避難所開設情報をお知らせ

■震度情報、気象情報、避難所情報等の表示

北海道防災ポータル（ホームページ）、

北海道防災情報（Twitter）等による災害情報の発信
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道内で過去に発生した主な自然災害（平成以降）

発生年月 災害種別 被害等

H5年7月 地震・
津波

北海道南西沖地震
→ 死者・行方不明者 約230人

H12年3月～ 火山 有珠山噴火
→ 死者０人（家屋被害 約850棟）

H23年３月 津波 東北地方太平洋沖地震
（東日本大震災）→ 死者１人

H25年３月 大雪・
暴風雪

平成25年３月の暴風雪
→ 死者９人

H28年８月～ 大雨・
暴風

平成28年８月から９月にかけての
大雨等災害 → 死者・行方不明者４人

H30年９月 地震 北海道胆振東部地震
→死者 42人

２ 過去に発生した（発生が懸念される）災害
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２ 過去に発生した（発生が懸念される）災害

厚真町（山腹崩壊） 札幌市清田区（道路損壊）

深川市（河川氾濫） 南富良野町（堤防決壊）

平成28年８月から９月にかけての大雨等による被害

平成30年北海道胆振東部地震による被害

写真出典：
・平成28年8月から9月にかけての大雨等災害に関する検証報告書（平成29年3月 北海道「平成28年8月から9月にかけての大雨等災害」に関する検証委員会）
・平成30年北海道胆振東部地震災害検証報告書（令和元年5月 平成30年北海道胆振東部地震災害検証委員会）
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図出典：内閣府ホームページ「北海道・三陸沖後発地震注意情報防災対応ガイドライン（概要）」(令和5年3月7日確認)
https://www.bousai.go.jp/jishin/nihonkaiko_chishima/hokkaido/guideline.html

２ 過去に発生した（発生が懸念される）災害

発生が懸念される日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震

千島海溝沿いの地震が発生した場合

・厚岸町付近で震度７、襟裳岬から
東側の沿岸部で震度６強

・北海道東部の太平洋沿岸で特に
津波が高く、えりも町海岸で最大
約28mの津波

千島海溝モデル 日本海溝モデル
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３ ハザードマップ

・市町村が作成し、一般的には、自然災害による被害を予測し、
その被害の範囲を地図化したもの

・災害時の避難や防災学習、さらには土地利用の検討など
幅広い活用が想定

■ハザードマップ(防災情報マップ、災害避難地図などともいう)

出典：北海道ホームページ「北海道防災情報 釧路市津波被害想定結果」(令和5年3月7日確認)
http://www.constr-dept-hokkaido.jp/sm/ktk/sim_tsunami/rep/04_kushiro/kushiroshi/2011/rep0.html

・ハザードマップを
作成する基となる
洪水・津波等に
よる浸水想定等
については、
国や道が公表

北海道が公表している
釧路市津波浸水予測図 →
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３ ハザードマップ

出典：釧路市ホームページ「ハザードマップ」(令和5年3月7日確認)
https://www.city.kushiro.lg.jp/kurashi/bousai/1003697/1003698.html

（例）釧路市が作成する
ハザードマップ

津波ハザードマップ→

洪水ハザードマップ

↓

ま ち づ く り に 当 た り 、
防災・減災の観点からは、
様々な災害リスクに対応
した避難路の確保、避難
施設の配置について考慮
されることが望ましい。
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４ 公共施設等の整備等に活用可能な制度

■緊急防災・減災事業債（※令和７年度までの時限措置）

東日本大震災を教訓として、全国的に緊急に実施する必要性
が高く、即効性のある防災、減災等のための地方単独事業等
（機能強化を伴わない既存の施設・設備の更新を除く。）を
対象とする地方債

（地方交付税算入率 70％）

地方債充当率100％

地方自治体の実質負担30％で事業実施が可能

・津波避難タワー、活動火山避難施設等の整備
・避難路、避難階段の整備
・津波浸水想定区域内にある公共施設等の移転
・公共施設等の耐震化 など

■まちづくりに関わりがあると考えられる対象事業

■地方財政措置
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４ 公共施設等の整備等に活用可能な制度

写真出典：消防庁ホームページ「消防防災施設・設備の整備のための財政措置活用の手引き」(令和5年3月7日確認)
https://www.fdma.go.jp/about/others/post-11.html

緊急防災・減災事業債の活用例

津波避難タワー 公共施設等の耐震化

避難路 避難階段
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まとめ

１ 北海道の災害応急体制について
･･･災害発生時等には災害対策本部等を設置し、

的確かつ迅速に災害応急対策を実施

２ 北海道で過去に発生した災害、
今後発生が懸念される災害について

･･･過去、大雨・暴風雪・地震等による災害が
発生しており、今後も発生が懸念される

３ ハザードマップについて
･･･まちづくりに当たり、防災・減災の観点から

様々な災害リスクを考慮することが望ましい

４ 公共施設等の整備等に活用可能な制度について
･･･緊急防災・減災事業債を活用したまちづくり

に関わる公共施設等の整備が可能




